
令和８年第３回神栖市議会定例会議案一覧表 

 
議案番号 件　　名

 
議案第１号 神栖市附属機関に関する条例の一部を改正する条例

 

議案第２号
神栖市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例

 

議案第３号
神栖市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例

 

議案第４号
神栖市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例

 
議案第５号 神栖市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例の一部を改正する条例

 
議案第６号 神栖市認可地縁団体印鑑条例の一部を改正する条例

 
議案第７号 神栖市都市公園条例の一部を改正する条例

 
議案第８号 神栖市下水道条例の一部を改正する条例

 
議案第９号 神栖市水道事業給水条例の一部を改正する条例

 

議案第 10 号
神栖市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部を改正

する条例

 
議案第 11 号 令和８年度神栖市一般会計補正予算（第５号）

 
議案第 12 号 令和８年度神栖市介護保険特別会計（事業勘定）補正予算（第２号）

 
議案第 13 号 令和８年度神栖市下水道事業会計補正予算（第１号）

 

議案第 14 号
財産の取得について 

・神栖市コミュニティセンターＬＥＤ照明器具一式

0852
テキストボックス
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議案第 15 号 鹿島地方事務組合規約の変更について

 

議案第 16 号
専決処分の承認を求めることについて 

・令和８年度神栖市一般会計補正予算（第４号）

 
認定第１号 令和７年度神栖市歳入歳出決算の認定について

 
認定第２号 令和７年度神栖市水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定について

 
認定第３号 令和７年度神栖市下水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定について

 

報告第１号

令和７年度神栖市一般会計継続費精算報告書 

・斎場・火葬場管理事業 

・矢田部公民館管理運営事業

 
報告第２号 令和７年度決算に基づく神栖市健全化判断比率の報告について

 

報告第３号
令和７年度決算に基づく神栖市水道事業会計及び神栖市下水道事業会計

についての資金不足比率の報告について

 
報告第４号 債権放棄の報告について

 

報告第５号
鹿島港湾運送株式会社の令和７年度第５６期営業報告及び令和８年度事

業計画について



プレス 用 

 令和８年第３回神栖市議会定例会提出議案の概要 

ＮＯ．１

資料１－１

 
 

議案番号 件　　　名 概　　　要 備考

 議案第１号 神栖市附属機関に関する条例の一部を改正する

条例

令和８年第２回神栖市議会定例会において、コウノトリを市の鳥

に制定する請願書が採択されたことに伴い、神栖市市の鳥選定委

員会を設置し、必要な事項を調査及び審議するため、所要の改正

を行うものであります。 

【改正内容】 
・別表に「神栖市市の鳥選定委員会」に関する事項を追加

 議案第２号 神栖市家庭的保育事業等の設備及び運営に関す

る基準を定める条例の一部を改正する条例

児童福祉法等の一部改正に伴い、新たに創設された満３歳以上限

定小規模保育事業に係る基準を規定し、及び小規模保育事業にお

いて理学療法士等を保育士とみなすことを可能とするため、ま

た、学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴

力等の防止等のための措置に関する法律の施行に伴い、児童対象

性暴力等の防止について規定するため、所要の改正を行うもので

あります。 

【改正内容】 
・満３歳以上限定小規模保育事業における連携施設を確保し、及び連携

施設に関する経過措置の対象外とする規定並びに小規模保育事業Ａ型

の基準のみ満３歳以上限定小規模保育事業に適用される規定を追加 
・理学療法士等を１人に限り保育士とみなすことを可能とする。 
・児童対象性暴力等を防止し、及び性暴力等が行われた場合に利用乳幼

児を適切に保護するため、従事者に係る犯罪事実の確認その他の必要

な措置を講じなければならない規定を追加



プレス 用 

 令和８年第３回神栖市議会定例会提出議案の概要 

ＮＯ．２

資料１－１

議案番号 件 名 概 要 備考

 議案第３号 神栖市特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業の運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例

児童福祉法等の一部改正に伴い、新たに創設された満３歳以上限

定小規模保育事業に係る基準を規定するため、また、文言の整理

をするため、所要の改正を行うものであります。 

【主な改正内容】 
・満３歳以上限定小規模保育事業の利用定員を６人以上１９人以下で定

める規定を追加 
・満３歳以上の区分において、利用に係る申込みが利用定員の総数を超

える場合には、保育を受ける必要性が高いと認められる子どもが優先

的に利用できるよう選考する規定を追加

 議案第４号 神栖市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関

する基準を定める条例の一部を改正する条例

学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等

の防止等のための措置に関する法律の施行に伴い、児童対象性暴

力等の防止について規定するため、所要の改正を行うものであり

ます。 

【改正内容】 
・児童対象性暴力等を防止し、及び性暴力等が行われた場合に利用乳幼

児を適切に保護するため、従事者に係る犯罪事実の確認その他の必要

な措置を講じなければならないとする規定を追加

 議案第５号 神栖市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例

の一部を改正する条例

廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部改正に伴い、一般廃棄

物処理計画の記載事項に非常災害時における一般廃棄物の適正な

処理等に関する施策に関する事項を追加するため、また、文言の

整理をするため、所要の改正を行うものであります。 

【主な改正内容】 
・第８条第１項中第６号を第７号とし、第５号の次に次の１号を追加 
（６）非常災害時における前２号に掲げる事項に関する施策に関する事項



プレス 用 

 令和８年第３回神栖市議会定例会提出議案の概要 

ＮＯ．３

資料１－１

議案番号 件 名 概 要 備考

 議案第６号 神栖市認可地縁団体印鑑条例の一部を改正する

条例

地方自治法施行規則の一部改正に伴い、引用する条項の整理をす

るため、所要の改正を行うものであります。 

【改正内容】 
・第２条第１号中「第１９条第１項第１号ヘ」を「第１８条の３第１項第

６号」に改める。 
・第４条中「第２１条第２項に基づき作成された台帳」を「第１８条の３

第１項の規定に基づき作成した台帳」に改める。 
・第１３条中「第１９条第１項第１号ト」を「第１８条の３第１項第７

号」に改める。

 議案第７号 神栖市都市公園条例の一部を改正する条例 自主財源の確保に係る広告事業の推進に伴い、都市公園において

広告の表示等を可能とするため、所要の改正を行うものでありま

す。 

【改正内容】 
・第４条第５号中「表示すること」の次に「（本市が行う広告事業に係

るものを除く。）」を追加

 議案第８号 神栖市下水道条例の一部を改正する条例 下水道指定工事店の指定及び更新の申請を受け付ける際に、手数

料を徴収する規定等を加えるため、また、災害その他非常の場合

において、他の市町村長等が指定した指定工事店が神栖市内の排

水設備工事を施工できるようにするため、所要の改正を行うもの

であります。 

【改正内容】 
・第５条に災害その他非常の場合に係るただし書を追加 
・第２４条の次に、下水道指定工事店の新規指定及び指定更新の申請の

際に、手数料としてそれぞれ１０,０００円を徴収する規定及び手数

料の減免規定を追加 
・第３６条に手数料の過料に係る規定を追加



プレス 用 

 令和８年第３回神栖市議会定例会提出議案の概要 

ＮＯ．４

資料１－１

議案番号 件 名 概 要 備考

 議案第９号 神栖市水道事業給水条例の一部を改正する条例 水道事業の健全な運営と整備の推進を図ることを目的に水道料金

を改定するため、また、災害その他非常の場合において、他の水

道事業者又は他の水道事業者が指定した給水装置工事事業者が神

栖市内の給水装置工事を施行できるようにするため、所要の改正

を行うものであります。 

【主な改正内容】 
第１条関係 
・第７条第１項に災害その他非常の場合に係るただし書を追加 
第２条関係 
・別表第１の全部を改め、水道料金を改定する。 
・当該料金は、令和９年５月分の料金から適用する。

 議案第 10 号 神栖市消防団員の定員、任免、給与、服務等に

関する条例の一部を改正する条例

消防団員数の減少に伴い、定員管理の適正化を図るため、所要の

改正を行うものであります。 

【改正内容】 
・消防団員の定員の改正　９９５人→８４０人（１５５人減）

 議案第 11 号 令和８年度神栖市一般会計補正予算（第５号） 補正は歳入歳出それぞれ１,９９１万７千円を減額し、補正後の予

算規模を４４８億５,７１７万６千円とするものであります。 

補正前の額　　　４４,８７７,０９３千円 

補　正　額　　　　　 ▲１９,９１７千円 

計　　　　　４４,８５７,１７６千円 

補正の主な内容につきましては、歳出においては、職員の人事異

動に伴う人件費及び水産加工業の経営安定を図るための支援金に

ついて、補正予算を計上するものであります。歳入においては、

寄附金等について、補正予算を計上するものであります。

補正予算の詳細は財政課作成資料を参照



プレス 用 

 令和８年第３回神栖市議会定例会提出議案の概要 

ＮＯ．５

資料１－１

議案番号 件 名 概 要 備考

 議案第 12 号 令和８年度神栖市介護保険特別会計（事業勘

定）補正予算（第２号）

補正は歳入歳出それぞれ２９１万２千円を追加し、補正後の予算

規模を６１億９,７４５万５千円とするものであります。 

 

補正前の額　　　６,１９４,５４３千円 

補　正　額　　　　　　 ２,９１２千円 

計　　　　　６,１９７,４５５千円 

 

補正の主な内容につきましては、地域密着型介護予防サービスの

利用者が増加したことに伴い不足する給付費について、補正予算

を計上するものであります。財源としましては、繰入金等を充て

るものであります。

 議案第 13 号 令和８年度神栖市下水道事業会計補正予算（第

１号）

補正は資本的支出の予定額に２６６万円を追加し、１４億７,６２４万

５千円とするものであります。 

（資本的支出） 

補正前の額　　　１,４７３,５８５千円 

補　正　額　　　　　　 ２,６６０千円 

計　　　　　１,４７６,２４５千円 

 

補正の内容につきましては、職員の人事異動に伴う人件費につい

て、補正予算を計上するものであります。



プレス 用 

 令和８年第３回神栖市議会定例会提出議案の概要 

ＮＯ．６

資料１－１

議案番号 件 名 概 要 備考

 議案第 14 号 財産の取得について 

・神栖市コミュニティセンターＬＥＤ照明器具

一式

コミュニティセンター４館に設置するＬＥＤ照明器具を取得する

ことについて、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処

分に関する条例第３条の規定に基づき、議会の議決を求めるもの

であります。 

【取得価格】　　３６,３５２,８００円（税込み） 
【調達内容】　　コミュニティセンターLED ランプ（４館計１,７４３本） 
【取得予定日】　令和１４年４月１日

 議案第 15 号 鹿島地方事務組合規約の変更について ごみ固形燃料化施設の設置及び管理・運営等に関する事務、鹿島

共同再資源化センター株式会社への出資に関する事務、及びごみ

固形燃料化施設の管理・運営に要する分賦金の支弁方法に関する

事項を削除し、組合規約を変更する必要が生じたため、地方自治

法第２９０条の規定に基づき、議会の議決を求めるものでありま

す。 

 

 

【地方自治法】（抄） 
第２８６条　一部事務組合は、これを組織する地方公共団体（以下この節において「構成団体」という。）の数を増減し若しくは共同処

理する事務を変更し、又は一部事務組合の規約を変更しようとするときは、関係地方公共団体の協議によりこれを定め、都道府県の加

入するものにあつては総務大臣、その他のものにあつては都道府県知事の許可を受けなければならない。ただし、第２８７条第１項第

１号、第４号又は第７号に掲げる事項のみに係る一部事務組合の規約を変更しようとするときは、この限りでない。 
第２８６の２ から第２８９条　〔 略 〕 
第２９０条　第２８４条第２項、第２８６条(第２８６条の２第２項の規定によりその例によることとされる場合(同項の規定による規

約の変更が第２８７条第１項第２号に掲げる事項のみに係るものである場合を除く。)を含む。)及び前２条の協議については、関係地

方公共団体の議会の議決を経なければならない

【議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分

に関する条例】(抄) 
 第３条　地方自治法第 96 条第 1項第 8号の規定によ

り、議会の議決に付さなければならない財産の取得
又は処分は、予定価格 20,000,000 円以上の不動産
若しくは動産の買入れ若しくは売払い(土地につい
ては、1件 5,000 平方メートル以上のものに係るも
のに限る。)又は不動産の信託の受益権の買入れ若
しくは売払いとする。



プレス 用 

 令和８年第３回神栖市議会定例会提出議案の概要 

ＮＯ．７

資料１－１

議案番号 件 名 概 要 備考

 議案第 16 号 専決処分の承認を求めることについて 

・令和８年度神栖市一般会計補正予算（第４

号）

地方自治法第１７９条第１項の規定に基づき専決処分をしたの

で、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求めるもので

あります。 

補正は歳入歳出それぞれ５９万４千円を追加し、補正後の予算規

模を４４８億７,７０９万３千円とするものであります。 

 

補正前の額　　　４４,８７６,４９９千円 

補　正　額　　　　 　　  　 ５９４千円 

計　　　　　４４,８７７,０９３千円 

 

補正の内容につきましては、今夏における記録的な猛暑への対策

として、早急に市内小中学校にウォーターサーバーを設置するた

め、補正予算を計上し、７月３０日に専決処分したものでありま

す。財源としましては、繰入金を充てるものであります。

 認定第１号 令和７年度神栖市歳入歳出決算の認定について 地方自治法第２３３条第３項の規定に基づき、議会の認定に付す

ものであります。

地方自治法（抄） 
第１７９条　普通地方公共団体の議会が成立しないと

き、第１１３条ただし書の場合においてなお会議を開

くことができないとき、普通地方公共団体の長におい

て議会の議決すべき事件について特に緊急を要するた

め議会を招集する時間的余裕がないことが明らかであ

ると認めるとき、又は議会において議決すべき事件を

議決しないときは、当該普通地方公共団体の長は、そ

の議決すべき事件を処分することができる。  
２ 議会の決定すべき事件に関しては、前項の例による。 

３ 前二項の規定による処置については、普通地方公共

団体の長は、次の会議においてこれを議会に報告し、

その承認を求めなければならない。

【地方自治法】（抄） 
第２３３条　〔 略 〕 
２　〔 略 〕 
３　普通地方公共団体の長は、前項の規定により監査

委員の審査に付した決算を監査委員の意見を付けて

次の通常予算を議する会議までに議会の認定に付さ

なければならない。 

４　〔 略 〕



プレス 用 

 令和８年第３回神栖市議会定例会提出議案の概要 

ＮＯ．８

資料１－１

議案番号 件 名 概 要 備考

 認定第２号 令和７年度神栖市水道事業会計剰余金の処分及

び決算の認定について

未処分利益剰余金４億６,４３６万３,９４０円のうち、１億　　　

５,１１１万２１０円を建設改良積立金へ積み立て、残金を繰り越す

ものとするため、地方公営企業法第３２条第２項の規定に基づき、議

会の議決を求め、併せて、同法第３０条第４項の規定に基づき、議会

の認定に付すものであります。

 認定第３号 令和７年度神栖市下水道事業会計剰余金の処分

及び決算の認定について

未処分利益剰余金６億２,３９２万２,７６７円のうち、１億　　

１,６０４万１,３０６円を建設改良積立金へ積み立て、残金を繰

り越すものとするため、地方公営企業法第３２条第２項の規定に

基づき、議会の議決を求め、併せて、同法第３０条第４項の規定

に基づき、議会の認定に付すものであります。

【地方公営企業法】（抄） 
第３０条　〔 略 〕 
２及び３　〔 略 〕 
４　地方公共団体の長は、第２項の規定により監査委員の審査に付した決算を、監査委員の意見を付けて、遅くとも当該事業年度終了後３

月を経過した後において最初に招集される定例会である議会の認定（地方自治法第１０２条の２第１項の議会においては、遅くとも当該

事業年度終了後３月を経過した後の最初の定例日（同条第６項に規定する定例日をいう。）に開かれる会議において議会の認定）に付さ

なければならない。 
５から７まで　〔 略 〕 
第３２条　〔 略 〕 
２　毎事業年度生じた利益の処分は、前項の規定よる場合を除くほか、条例の定めるところにより、又は議会の議決を経て、行わなければ

ならない。 

３及び４　〔 略 〕



プレス 用 

 令和８年第３回神栖市議会定例会提出議案の概要 

ＮＯ．９

資料１－１

議案番号 件 名 概 要 備考

 報告第１号 令和７年度神栖市一般会計継続費精算報告書 

・斎場・火葬場管理事業 

・矢田部公民館管理運営事業

地方自治法施行令第１４５条第２項の規定に基づき、報告するも

のであります。

 報告第２号 令和７年度決算に基づく神栖市健全化判断比率

の報告について

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定に

基づき、報告するものであります。

 報告第３号 令和７年度決算に基づく神栖市水道事業会計及

び神栖市下水道事業会計についての資金不足比

率の報告について

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項の規定

に基づき、報告するものであります。

【地方自治法施行令】（抄） 

第１４５条　〔 略 〕 

２　普通地方公共団体の長は、継続費に係る継続年度（継続費に係る歳出予算の金額のうち法第２２０条第３項ただし書の規定により翌年

度に繰り越したものがある場合には、その繰り越された年度）が終了したときは、継続費精算報告書を調製し、地方自治法第２３３条第

５項の書類の提出と併せてこれを議会に報告しなければならない。 

３　〔 略 〕

【地方公共団体の財政の健全化に関する法律】（抄） 
第３条　地方公共団体の長は、毎年度、前年度の決算の提出を受けた後、速やかに、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及

び将来負担比率（以下「健全化判断比率」という。）並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類を監査委員の審査に付し、その意

見を付けて当該健全化判断比率を議会に報告し、かつ、当該健全化判断比率を公表しなければならない。 
２　〔 略 〕

【地方公共団体の財政の健全化に関する法律】（抄） 
第２２条　公営企業を経営する地方公共団体の長は、毎年度、当該公営企業の前年度の決算の提出を受けた後、速やかに、資金不足比率及

びその算定の基礎となる事項を記載した書類を監査委員の審査に付し、その意見を付けて当該資金不足比率を議会に報告し、かつ、当該

資金不足比率を公表しなければならない。 

２　〔 略 〕



プレス 用 

 令和８年第３回神栖市議会定例会提出議案の概要 

ＮＯ．１０

資料１－１

 

議案番号 件 名 概 要 備考

 報告第４号 債権放棄の報告について 神栖市債権管理条例第１４条第２項の規定に基づき、報告するも

のであります。

 報告第５号 鹿島港湾運送株式会社の令和７年度第５６期営

業報告及び令和８年度事業計画について

地方自治法第２４３条の３第２項の規定に基づき、報告するもの

であります。

【神栖市債権管理条例】（抄） 
第１４条　市長等は、私債権等について、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該債権(これに係る損害賠償金等を含む。以下

同じ。)の全部又は一部を放棄することができる。ただし、保証人の保証があり、債務を履行できる場合は、この限りでない。 
第１号から第７号　〔 略 〕 

２　市長等は、前項の規定により当該債権を放棄したときは、規則で定めるところにより、これを議会に報告しなければならない。

【地方自治法】（抄） 

２４３条の３第２項 (財政状況の公表等) 
普通地方公共団体の長は、第２２１条第３項の法人について、毎事業年度、政令で定めるその経営状況を説明する書類を作成し、これを

次の議会に提出しなければならない。 

 
【地方自治法施行令】（抄） 
第１７３条  
地方自治法第２４３条の３第２項に規定する政令で定めるその経営状況を説明する書類は、当該法人の毎事業年度の事業の計画及び決算に

関する書類とする。



提　案　理　由 

 

令和８年第３回神栖市議会定例会に提出いたしました議案につきまして、説明いた

します。 

 

今回の提出案件は、 

　条例に関するもの　　　　　　　　　　　　　１０件 

　　予算に関するもの　　　　　　　　　　　　　　３件 

　　財産の取得に関するもの　　　　　　　　　　　１件 

　　規約の変更に関するもの　　　　　　　　　　　１件 

　　専決処分の承認を求めるもの　　　　　　　　　１件 

　　認定に関するもの　　　　　　　　　　　　　　３件 

報告に関するもの　　　　　　　　　　　　　　５件 

でございます。 

 

議案第１号につきましては、神栖市附属機関に関する条例の一部を改正する条例に

ついてであり、令和８年第２回神栖市議会定例会において、コウノトリを市の鳥に制

定する請願書が採択されたことに伴い、神栖市市の鳥選定委員会を設置し、必要な事

項を調査及び審議するため、所要の改正を行うものであります。 

 

議案第２号につきましては、神栖市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例についてであり、児童福祉法等の一部改正に伴い、新

たに創設された満３歳以上限定小規模保育事業に係る基準を規定し、及び小規模保育事

業において理学療法士等を保育士とみなすことを可能とするため、また、学校設置者等

及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関する法律

の施行に伴い、児童対象性暴力等の防止について規定するため、所要の改正を行うもの

であります。 

 

議案第３号につきましては、神栖市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の

運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例についてであり、児童福祉法等

の一部改正に伴い、新たに創設された満３歳以上限定小規模保育事業に係る基準を規

定するため、また、文言の整理をするため、所要の改正を行うものであります。 

 

 



議案第４号につきましては、神栖市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基

準を定める条例の一部を改正する条例についてであり、学校設置者等及び民間教育保

育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関する法律の施行に伴い、

児童対象性暴力等の防止について規定するため、所要の改正を行うものであります。 

 

議案第５号につきましては、神栖市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例の一部

を改正する条例についてであり、廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部改正に伴

い、一般廃棄物処理計画の記載事項に非常災害時における一般廃棄物の適正な処理等

に関する施策に関する事項を追加するため、また、文言の整理をするため、所要の改

正を行うものであります。 

 

議案第６号につきましては、神栖市認可地縁団体印鑑条例の一部を改正する条例に

ついてであり、地方自治法施行規則の一部改正に伴い、引用する条項の整理をするため、

所要の改正を行うものであります。 

 

議案第７号につきましては、神栖市都市公園条例の一部を改正する条例についてで

あり、自主財源の確保に係る広告事業の推進に伴い、都市公園において広告の表示等を

可能とするため、所要の改正を行うものであります。 

 

議案第８号につきましては、神栖市下水道条例の一部を改正する条例についてであ

り、下水道指定工事店の指定及び更新の申請を受け付ける際に、手数料を徴収する規定

等を加えるため、また、災害その他非常の場合において、他の市町村長等が指定した指

定工事店が神栖市内の排水設備工事を施工できるようにするため、所要の改正を行うも

のであります。 

 

議案第９号につきましては、神栖市水道事業給水条例の一部を改正する条例について

であり、水道事業の健全な運営と整備の推進を図ることを目的に水道料金を改定するた

め、また、災害その他非常の場合において、他の水道事業者又は他の水道事業者が指定

した給水装置工事事業者が神栖市内の給水装置工事を施行できるようにするため、所要

の改正を行うものであります。 

 

議案第１０号につきましては、神栖市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関す

る条例の一部を改正する条例についてであり、消防団員数の減少に伴い、定員管理の

適正化を図るため、所要の改正を行うものであります。 



議案第１１号につきましては、令和８年度神栖市一般会計補正予算（第５号）につ

いてであり、補正は歳入歳出それぞれ１,９９１万７千円を減額し、補正後の予算規模

を４４８億５,７１７万６千円とするものであります。補正の主な内容につきましては、

歳出においては、職員の人事異動に伴う人件費及び水産加工業の経営安定を図るため

の支援金について、補正予算を計上するものであります。歳入においては、寄附金等

について、補正予算を計上するものであります。 

 

議案第１２号につきましては、令和８年度神栖市介護保険特別会計（事業勘定）補

正予算（第２号）についてであり、補正は歳入歳出それぞれ２９１万２千円を追加し、

補正後の予算規模を６１億９,７４５万５千円とするものであります。補正の主な内容

につきましては、地域密着型介護予防サービスの利用者が増加したことに伴い不足す

る給付費について、補正予算を計上するものであります。財源としましては、繰入金

等を充てるものであります。 

 

議案第１３号につきましては、令和８年度神栖市下水道事業会計補正予算（第

１号）についてであり、補正は資本的支出の予定額に２６６万円を追加し、１４億　　

７,６２４万５千円とするものであります。補正の内容につきましては、職員の人事異

動に伴う人件費について、補正予算を計上するものであります。 

 

議案第１４号につきましては、財産の取得についてであり、コミュニティセンター

４館に設置するＬＥＤ照明器具を取得することについて、議会の議決に付すべき契約及

び財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定に基づき、議会の議決を求めるもので

あります。 

 

議案第１５号につきましては、鹿島地方事務組合規約の変更についてであり、ごみ

固形燃料化施設の設置及び管理・運営等に関する事務、鹿島共同再資源化センター株

式会社への出資に関する事務、及びごみ固形燃料化施設の管理・運営に要する分賦金

の支弁方法に関する事項を削除し、組合規約を変更する必要が生じたため、地方自治

法第２９０条の規定に基づき、議会の議決を求めるものであります。 

 

議案第１６号につきましては、専決処分の承認を求めることについてであり、地方

自治法第１７９条第１項の規定に基づき専決処分をしたので、同条第３項の規定によ

りこれを報告し、承認を求めるものであります。 

 



補正は歳入歳出それぞれ５９万４千円を追加し、補正後の予算規模を４４８億　　

７,７０９万３千円とするものであります。補正の内容につきましては、今夏における

記録的な猛暑への対策として、早急に市内小中学校にウォーターサーバーを設置する

ため、補正予算を計上し、７月３０日に専決処分したものであります。財源としまし

ては、繰入金を充てるものであります。 

 

認定第１号につきましては、令和７年度神栖市歳入歳出決算の認定についてであり、

地方自治法第２３３条第３項の規定に基づき、議会の認定に付すものであります。 

 

認定第２号につきましては、令和７年度神栖市水道事業会計剰余金の処分及び決算

の認定についてであり、未処分利益剰余金４億６,４３６万３,９４０円のうち、

１億５,１１１万２１０円を建設改良積立金へ積み立て、残金を繰り越すものとするた

め、地方公営企業法第３２条第２項の規定に基づき、議会の議決を求め、併せて、同法

第３０条第４項の規定に基づき、議会の認定に付すものであります。 

 

認定第３号につきましては、令和７年度神栖市下水道事業会計剰余金の処分及び決

算の認定についてであり、未処分利益剰余金６億２,３９２万２,７６７円のうち、　

１億１,６０４万１,３０６円を建設改良積立金へ積み立て、残金を繰り越すものとす

るため、地方公営企業法第３２条第２項の規定に基づき、議会の議決を求め、併せて、

同法第３０条第４項の規定に基づき、議会の認定に付すものであります。 

 

報告第１号につきましては、令和７年度神栖市一般会計継続費精算報告書について

であり、地方自治法施行令第１４５条第２項の規定に基づき、報告するものでありま

す。 

 

報告第２号につきましては、令和７年度決算に基づく神栖市健全化判断比率の報告

についてであり、地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定に基

づき、報告するものであります。 

 

報告第３号につきましては、令和７年度決算に基づく神栖市水道事業会計及び神栖市

下水道事業会計についての資金不足比率の報告についてであり、地方公共団体の財政の

健全化に関する法律第２２条第１項の規定に基づき、報告するものであります。 

 

 



報告第４号につきましては、債権放棄の報告についてであり、神栖市債権管理条例第

１４条第２項の規定に基づき、報告するものであります。 

 

　報告第５号につきましては、鹿島港湾運送株式会社の令和７年度第５６期営業報告及

び令和８年度事業計画についてであり、地方自治法第２４３条の３第２項の規定に基づ

き、報告するものであります。




